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的手続を具備するものも少なくない。他方で、RTA の実体的規律は相当程度 WTO 協定と重









轄権を与える先行フォーラム優先型、紛争付託の先後を問わず WTO あるいは当該 RTA が優
先する WTO 優先型あるいは RTA 優先型、全くフォーラム調整を規定しない無調整型に大別
できる。現行 RTA の多くは無調整型を採用しており、また、調整を規定するものの殆どは先
行フォーラム優先型を採用している。 
  しかしながら、先行フォーラム優先型は、WTO と RTA に係属する紛争の同一性を確定す
る点で難点があり、また結局 WTO の手続進行を阻止できない点で実務的に機能しがたい。
また無調整型は、冒頭に述べた国際通商に対する法の支配の「断片化」の放置に過ぎない。
現状では WTO 紛争解決手続の実効性、ならびに WTO 法の一体性を損なうコストを勘案す
れば、WTO 優先型のフォーラム選択条項が望ましい。 
  この点でモデルになり得るのは EC・チリ協定第 189 条であり、 同条は WTO 協定と実質的
に同等の FTA の義務について係争する場合、WTO での解決を原則とする。この方式も一定
の限界があることは否定できないものの、我が国の今後の RTA 締結においても参考とすべき
調整方式として着目に値しよう。 
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1.  問題意識  ―地域経済統合の隆盛と国際通商に対する法的規律の「断片化」― 
 











  この国際通商法における断片化は次のように説明できる。 まずRTAにおける実体的規律は、
WTO のそれと大幅に重複している。後述のように、物品、サービスに関する規定の多くは
WTO 協定に準拠しており、場合によっては WTO 協定そのものを一部組み入れている
（incorporate）場合がある。むろん数多くの RTA の実体規範を綿密に検討すれば、場合によ
っては、条文の文言そのものが内容上対応する WTO の規定とのあいだで齟齬を来している
例があり得る。しかしながら、WTO 協定の不遵守はあくまで RTA の形成を妨げる範囲での
み許されるとする GATT 第 24 条の義務に鑑みて4、取りあえず明白にそのような例を想定す
る必要はないものと仮定する5。 
  他方で手続面に着目すると、WTO の紛争解決手続には、パネル設置の自動化、上級委員会
の創設、ネガティブコンセンサスの導入、履行確保制度の強化によって、司法化
                                            
1  U.N. Int’l L. Comm’n, Fragmentation of International Law: Difficulties Arising from the Diversification 
and Expansion of International Law: Report of the Study Group of the International Law Commission, ¶¶ 
5-16, U.N. Doc. A/CN.4/L.682 (Apr. 13, 2006) (Finalized by Martti Koskenniemi) [hereinafter ILC 
Fragmentation Report]. 
2  地域経済統合には GATT 第24 条に定義される自由貿易協定（free trade agreement―FTA）および関税同
盟があり、WTO ではその総称を RTA（または一般に複数で RTAs）と表記している。これに対して我が国締
結の経済連携協定（economic partnership agreement―EPA）は貿易協定の領域を超えたより包括的な経済協
力を規定しており、 「貿易（trade） 」に限定する RTA の表現には馴染まない。しかしながら、WTO はこの事
実を認識した上で敢てこのように総称していることから、本稿もこれに倣うものとする。Scope of RTAs, 
http://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/scope_rta_e.htm (last visited Dec.1, 2007). 
3 平 覚 「 WTO 体制と地域貿易協定の法的インターフェイス問題 – 紛争解決手続の競合と調整–  」2頁（東京
大学社会科学研究所、CREP Seminar 14、2006）http://project.iss.u-tokyo.ac.jp/crep/pdf/dp/dp14.pdf、
Ernst-Ulrich Petersmann, Justice as Conflict Resolution: Proliferation, Fragmentation, and 
Decentralization of Dispute Settlement in International Trade, 27 U. PA. J. INT’L ECON. L. 273 (2006). 
4  Appellate Body Report, Turkey—Restrictions on Imports of Textile and Clothing Products, ¶ 45, 
WT/DS34/AB/R (Oct. 22, 1999). 
5  本稿ではかかる一応の前提を置いているが、実際のところ本稿で問題とする類似ないしは実質的に同一の
実体規範に関する解釈の乖離は、解釈でなくそもそも RTA の実体規範それ自体が WTO 協定と整合していな
いことが原因である事例は排除できない。ただし本稿では、解釈手法の多様性およびその結果としての法規範
の多義性を前提として、専ら異なるフォーラム間の解釈の断片化による規範の乖離に焦点を当てることとした
い。平前掲注(3)19-20 頁。 3 
（judicialization、juridification）がもたらされた。この紛争解決手続の司法化は、NAFTA
をはじめとして米州圏、アジア・大洋州圏を中心に RTA にも伝播し、WTO パネルに類似し
た司法化・自動化を享受した手続が設けられた。また、COMESA、ECOWAS のような旧欧




  須網教授はこの WTO・RTA 間の実体規範の重複と紛争解決フォーラム7の管轄競合につい
て、次のような「断片化」の危険性を指摘している。第一に、個別の紛争において問題とな




よりシステミックな影響として、WTO およびそれぞれの RTA で類似または実質的に同一の
規定に異なる解釈を与え、かかる判断の累積により異なる判例法の系譜が形成される時、
WTO とRTA の間の法的規律に著しい乖離を生む結果となる8。 
  特に第三の問題点は、このような法的規律の「断片化」により WTO 協定の最も根幹的な
原則のひとつである一括引き受け（single undertaking、WTO 設立マラケシュ協定第 2 条第
2 項）が侵食されるおそれを意味する。一括引き受けの原則により、開発途上国、低開発途上
国に認められる一定の「特別かつ異なる待遇」および附属書 4 に含まれる一部協定を除き、
加盟国は WTO 協定の下で等しく権利を保障され、 他方で義務の引き受けを要請される。 DSU
第 23 条が一元的な紛争解決手続の DSU への集約を定めているのも、この原則の担保を目的
としたものといえる。司法化された WTO 紛争解決手続は、パネル・上級委員会の個別判断
を通じて加盟国の権利義務を明確化することを目的としており（DSU 第 3 条第 3 項） 、先例
拘束性こそないが、かかる判断は加盟国の「正当な期待（legitimate expectations） 」を形成
し9、 実質的な判例法を形成していることは、 もはやWTO法研究者の共通認識と言ってよい10。  




（言うなれば ECJ のような手続）が、最も司法化された手続とされる。Robert O. Keohane et al., Legalized 
Dispute Resolution: Interstate and Transnational, in LEGALIZATION AND WORLD POLITICS 73, 78-86 (Judith 
L. Goldstein et al. eds., 2001). 
7  本項では「国際裁判」の定義の困難を回避するため、司法的・政治的を問わず、WTO・RTA  紛争解決の
ための制度枠組みを「紛争解決フォーラム」と総称する。山形英郎「国際裁判所の多様化」 『国際法外交雑誌』
第104 巻第 4号37 頁以下所収 37 頁注 1（2006） 。 
8  須網隆夫「東アジアにおける地域経済統合と法制度化」 『日本国際経済法学会年報』第 13 号190 頁以下所
収199-203 頁（2004） 。同様の懸念を共有する指摘として、松下満雄「 〔巻頭エッセイ〕FTA ネットワークの
すすめ」 『国際問題』566 号1頁以下所収 2頁（2007） 。 
9  Appellate Body Report, Japan—Taxes on Alcoholic Beverages, WT/DS8/AB/R, WT/DS10/AB/R, 
WT/DS11/AB/R (Oct. 4, 1996), WTO D.S.R. (1996: I), at 97, 106-108. 
10  このような認識を端的に表したのがバーラ（Raj Bhala）による「事実上の先例拘束性（De Facto Stare 
Decisis） 」であり、手続規範、実体規範ともにかかる原則が WTO 法の解釈・適用に認められることが、WTO4 














  また、WTO マイナスに帰結する RTA の解釈・適用は、上記の GATT 第 24 条の義務にも





                                                                                                                                 
発足後の比較的早い時期から指摘されていた。Raj Bhala, The Precedent Setters: De Facto Stare Decisis in 
WTO Adjudication (Part Two of a Trilogy), 9 J. TRANSNAT’L L. & POL’Y 1 (1999). 
11  須網前掲注(8)202-03 頁。 
12  ILC Fragmentation Report, supra note 1, ¶ 211 (“In the latter (negative) sense, regionalism would 
exempt States within a certain geographical area from the binding force of an otherwise universal rule or 
principle.”) 
13  この点については、ウィーン条約法条約第 41 条の適用によって特定の RTA 当事国間における WTO 協定
の修正と解釈することが可能であるが、WTO パネルはかかる議論を否定している。Panel Report, Turkey 
—Restrictions on Imports of Textile and Clothing Products, ¶¶ 9.181-9.182, WT/DS34/R (May 31, 1999). 
もっとも、 本件措置は域外第三国に対する輸入制限であり、 明白に同条(b)(i)の要件を充足しない。 したがって、
単純に域内のみに影響する WTO 協定不整合の RTA 規定およびその解釈・適用を同条(b)で正当化する余地が
残されているか、あるいは上記のトルコ・繊維輸入制限事件パネルの説示を広く解釈し、かかる可能性は一切
否定すべきかについては、議論の余地がある。Cf. JAMES H. MATHIS, REGIONAL TRADE AGREEMENTS IN THE 
GATT/WTO: ARTICLE XXIV AND THE INTERNAL TRADE REQUIREMENT 218 (2002).  ただし、かかる WTO 協定
のRTA 内改正が条約法条約上の根拠を有するか否かは、本稿が問題とする WTO 協定の義務の断片化に関連
しないので、これ以上検討しない。 
14  ただし本件では、いかなる意味においても同一紛争に関する複数紛争解決フォーラムの管轄競合は発生し
ていない。NAFTA では米国の砂糖市場アクセス約束不履行の NAFTA 整合性が問われ、WTO ではメキシコ
の差別的内国飲料税に関する GATT 整合性が問われたのであり、本稿後述の紛争の同一性の要件を充足しな
い。Panel Report, Mexico—Tax Measures on Soft Drinks and Other Beverages, ¶¶ 7.11-7.17, WT/DS308/R 
(Oct. 7, 2005). 
15  例えば RTA の形成は一方的自由化に経済厚生で劣る点、あるいは国民所得を最大化したい場合には全世
界が参加する RTA を要し、 このことは要するに自由貿易の実現にほかならない点、 など。 WALTER MATTLI, THE 
LOGIC OF REGIONAL INTEGRATION: EUROPE AND BEYOND 31-33 (1999). 
16  リチャード E. ケイブズ他『国際経済学入門（I  国際貿易編） 』312-16 頁（伊藤隆敏監訳／田中勇人訳、5 
マイナスの RTA 解釈は域内通商に対する制約であり、ネットの貿易創造効果を減じ、貿易転
換効果を下回るものとする蓋然性を高める。WTO が敢えて GATT 第 1 条に重大な例外を認





たる WTO 加盟国の立場からも看過できない共通利益の侵害となりうる。 
かかる問題意識に鑑みて、本稿では、まず WTO 協定と RTA の重畳（overlap）の類型を
整理する。その上で、手続的一般国際法に基づく WTO とRTA 間の紛争解決手続の管轄調整





2.  WTO とRTA の管轄競合 
 









この点を WTO 協定と RTA の関係で確認するが、このときガルシア＝ベルセロ（Ignacio 
Garcia Bercero）の分類は有益な示唆を与える。ガルシア＝ベルセロは、WTO とRTA の実
体規範の関係について、EC・チリ協定を例としながら、以下のように分類している19。 
 
A. 概ね WTO の義務と独立した規定（ex.  特恵税率の供与、投資自由化、WTO 政府調達協
                                                                                                                                 
2003） 。 
17  よって本稿の検討対象となる RTA はあくまでも WTO 加盟国ないしは加盟を予定している国々の間のも
のに限られ、取りあえずは明確な検討範囲を示すため、WTO 通報のあった RTA のみを取り上げた。なお、
本稿で検討した RTA は末尾付表 Bを参照されたい。文中の各協定の呼称は当該付表の表記による。 
18  Southern Bluefin Tuna (Austl. and N.Z. v. Japan), 39 I.L.M. 1359, 1388 (Arb. Trib. constituted under 
Annex VII of the UNCLOS, Aug. 4, 2000) (Award on Jurisdiction and Admissibility). 
19  Ignacio Garcia Bercero, Dispute Settlement in European Union Free Trade Agreements: Lesson 
Learned?, in REGIONAL TRADE AGREEMENTS AND THE WTO LEGAL SYSTEM 383, 400-01 (Lorand Bartels and 
Federico Ortino eds., 2006). 6 
定に加入していない RTA 加盟国による政府調達市場アクセスの約束など） 
B. RTA がWTO の義務を確認したもの（ex. WTO ダンピング防止協定およびセーフガード
協定の遵守を確認） 
C. WTO とRTA の義務の交錯 （ex. SPS 規定および TBT 規定に関するいわゆる WTO プラ
スの規定） 
D. WTO 規定の再録・複製（ex.  内国民待遇規定） 
 
  以下では、上記のガルシア＝ベルセロの分類を参考にしながら、より詳細に WTO と RTA
の実体規範の重畳とそれに伴う管轄競合のパターンを検討する。 
   
2.2  実体規範の実質的重畳 
 
  ガルシア＝ベルセロは、A は基本的に RTA に固有の規定だが、 「基礎となる法的概念（the 
underlying legal concepts） 」 がWTO と共通であり、 相互の影響が不可避であると指摘する。
ガルシア＝ベルセロの指摘に異論はないが、更に法的概念の共通性を越えて、A の場合でも
RTA の規定は実質的に WTO と同一である場合が考えられる。例えば、RTA 当事国間の特恵
関税の許与それ自体は RTA 固有の義務と言えるが、実質的には WTO 協定の解釈・適用に無
関係ではない。産品の分類によって適用税率が変わる場合、通常の WTO における譲許表
（GATT 第2 条の不可分の一体）の解釈をめぐる紛争同様、RTA の譲許表を解釈する必要が
出てくる。例えば我が国の RTA の譲許表は HS 準拠であり20、この点は WTO の譲許表と変
わらないので、特に HS6 桁までの産品の説明（description of products）は両者とも同一で
ある。このとき RTA におけるある特定の関税項目の解釈は、実質的に WTO 譲許表の対応す
る項目の約束の範囲を確定していることに等しい。 
  C および D は、C では WTO プラスの基礎の部分において、D では規律全体が、その内容
において実質的に WTO 協定の内容と重畳する。特に RTA はGATT 第24 条に従って実質的
にすべての域内貿易の自由化を規定していることから、どの RTA にも一般的に含まれる非関
税障壁および数量制限の撤廃規定は、すべて GATT 第11 条および同第 24 条第 8 項と実質的
に重畳する。また、最恵国待遇原則、内国民待遇義務など基本原則に関する規定も、具体的
な文言は異なるものの、基本的に GATT 第1 条および同第 3 条と内容は変わらない。 
  このような実質的内容について WTO 協定と RTA が重複する規範に関する紛争は、下記の
例が挙げられる。 
 
マレーシア・ポリエチレン等の輸入制限（1996） ：シンガポールが GATT 第11 条およびラ
イセンス協定違反を申立てるマレーシアによるポリエチレン、 ポリプロピレンの輸入禁止は21、
同時に AFTA 第 5 条パラ A（数量制限の禁止および段階的撤廃義務）違反を構成する。本件
                                            
20  『解説 FTA・EPA 交渉』144-45 頁（外務省経済局 EPA 交渉チーム編、2007） 。 
21  Request by Singapore for Establishment of Panel, Malaysia—Prohibition of Imports of Polyethylene 




米国・ヘルムズ-バートン法（1996～1998） ：EC は本件を WTO に付託し、同法の GATT
第1 条、第 3 条、第 11 条等、および GATS 第1条、第 3 条、第 17 条等への違反を申立てた
23。これに対して加・墨は、主として NAFTA における投資自由化（同第 11 章）および人の
自由移動（同第 16 章）に関する義務に違反すると主張した24。加・墨は、物品・サービスの
貿易に関する規律への違反よりもこれらの WTO の規律外の主張のほうが説得力があると考
え、また GATT 第21 条の安全保障例外の存在を嫌い、NAFTA に本件を付託したものと考え
られる25。 このため確かに NAFTA における両国の主張は WTO 協定の規律の範囲から外れる
点に集中しているが、物品やサービスの通商制限を構成する措置である以上、依然として潜
在的には WTO の規律と実質的に同一の NAFTA の規律の解釈・適用が NAFTA パネルで審
理される可能性があった。なお、本件は NAFTA 手続において協議段階から進行せず、WTO
では二国間交渉のため米・EC がパネル手続を中断し、その間に DSU 第 12  条第 12 項に従
いパネルは失効した26。 
 
米国・ほうきもろこし箒に対するセーフガード（1998） ：NAFTA802 条第 1 項は、対全世
界のセーフガードについて GATT 第 19 条の義務に言及しているため、本件では、当初は
NAFTA パネルによる GATT 第19 条および WTO セーフガード協定の解釈・適用権限の有無
が争点となった。 しかしパネルは NAFTA 附属書 803.3(12)の文言がセーフガード協定第 3 条
第 1 項と実質的に同一であることを理由として、もっぱら NAFTA に依拠して判断を行い、
WTO 協定の解釈権限については判断を回避した27。この際パネル自身が NAFTA とWTO セ
ーフガード協定どちらに依拠しても法的帰結は同様であると認めており、 このことは NAFTA
の解釈は実質的にセーフガード協定を解釈することに等しいと認識されていたことを意味す
                                            
22  須網前掲注(8)200 頁。マレーシアの措置是正については、Communication from Malaysia, 
Malaysia—Prohibition of Imports of Polyethylene and Polypropylene, WT/DS1/3 (Mar. 31, 1995)  を参照。 
23  Request for Consultations by the European Communities, United States—The Cuban Liberty and 
Democratic Solidarity Act, WT/DS38/1, G/L/71, S/L/21 (May 13, 1996). 
24  Canada, Mexico to Move toward NAFTA Panel over U.S. Cuba Sanctions, INSIDE U.S. TRADE, June 21, 
1996. Cf. Antonella Troia, Note, The Helms-Burton Controversy: An Examination of Arguments that the 
Cuban Liberty and Democratic Solidarity (LIBERTAD) Act of 1996 Violates U.S. Obligations under 
NAFTA, 23 BROOKLYN J. INT’L L. 603, 619-27 (1997). 
25  David A. Gantz, Dispute Settlement under the NAFTA and the WTO: Choice of Forum Opportunities 
and Risks for the NAFTA Parties, 14 AM. U. INT’L L. REV. 1025, 1093-94 (1999). 
26  Lapse of the Authority for Establishment of the Panel, United States—The Cuban Liberty and 
Democratic Solidarity Act, WT/DS38/6 (Apr. 24, 1998).  当時の米・EC 協議については、Stefaan Smis and 
Kim Van der Borght, Current Developments, The EU-U.S. Compromise on the Helms-Burton and 
D'Amato Acts, 93 AM. J. INT’L L. 227 (1999)を参照。 
27  パネルならびに当事国（特に本件では申立国である一方でセーフガードを多用していたメキシコ）は、当
時まだ WTO においてセーフガード関連の紛争案件が 1件もなかったことから、GATT 第19 条に関する本件
判断が将来の WTO の判断を予断することを懸念し、パネルの判断回避に合意したことが伺える。Marc L. 
Busch, Overlapping Institutions, Forum Shopping, and Dispute Settlement in International Trade, 61 
INT’L ORG. 735, 753-55 (2007); Gantz, supra note 25, at 1071. 8 
る28。実際本件では、調査当局の国内産業の定義の不備を東京ラウンド・ダンピング防止協定
8.5 条違反とした GATT パネルの判断を参照し、当該条文と「対応する（parallel）」NAFTA
附属書 803.3(12)のもとでも、米国国際貿易委員会（ITC）がセーフガード調査において国内
産業の確定を明確に行っていないことが協定違反を構成すると説示した29。このことは、輸入







した。アルゼンチンは先行する MERCOSUR の判断を援用し、ブラジルが事後的な WTO へ
の付託を行わない旨を言明しているので、かかる付託は禁反言（estoppel）の原則により排除
され、また仮に禁反言が認められない場合は、条約法に関するウィーン条約（条約法条約）
第31 条第 3 項(c)に基づき、MERCOSUR 仲裁廷の判断に沿って WTO  ダンピング防止協定
を適用すべきであると主張したが、いずれもパネルにより斥けられた30。 
本件では、MERCOSUR 仲裁廷は WTO ダンピング防止税協定を適用法規として認めなか
ったので、これを直接解釈・適用することはなく31、従って、ダンピング防止税規制について
WTO、MERCOSUR 双方の解釈の乖離は問題とならなかった。しかしながら、未だに WTO
においても判然としない RTA 内におけるダンピング防止税の発動と GATT 第24 条の関係に





2006） ：2002 年5 月の ITC によるカナダ産軟材に対するダンピング防止税・相殺関税の損害
最終決定33については、WTO、NAFTA の双方で関連協定違反の認定を受け、履行確認の判
                                            
28  U.S. Safeguard Action Taken on Broom Corn Brooms from Mexico (Mex. v. U.S.), USA-97-2008-01, ¶ 
50 (NAFTA Ch.20 Arb. Panel, Jan. 30, 1998) (“Since the NAFTA and WTO versions of the rule are 
substantively identical, application of the WTO version of the rule would have in no way changed the legal 
conclusion reached under NAFTA Annex 803.3(12).”) 
29  Id. ¶¶ 69-72. 
30  Panel Report, Argentina—Definitive Anti-dumping Duties on Poultry from Brazil, ¶¶ 7.33-7.42, 
WT/DS241/R (Apr. 22, 2003). 
31  Aplicación de medidas antidumping contra la exportación de pollos enteros, provenientes de Brasil, 
(RES. 574/2000) del ministerio de economía de la República Argentina (Braz. v. Arg.), ¶¶ 127-130 
(Tribunal Arbitral Ad-hoc del MECOSUR, 2001.5.21).  仲裁廷は、MECOSUR はダンピング防止税を明示的
に規律するいかなる法規範も有していないとの結論に至っている。 
32  Angela T. Gobbi Estrella and Gary N. Horlick, Mandatory Abolition of Anti-dumping, Countervailing 
Duties and Safeguards in Customs Unions and Free Trade Areas Constituted between WTO Members: 
Revisiting a Long-standing Discussion in Light of the Appellate Body’s Turkey— Textiles Ruling, in 
REGIONAL TRADE AGREEMENTS, supra note 19, at 109, 130-31 (2006). 
33  Softwood Lumber from Canada, USITC Pub. 3509, Inv. Nos. 701-TA-414 and 731-TA-928 (Final) (May 9 
断がそれぞれのフォーラムにおいて実施された。本件では WTO、NAFTA ともに損害認定、
ダンピングマージン認定、補助金支出認定のそれぞれに複数の紛争解決手続が進行している。  
まず損害認定については、2005 年8月、NAFTA 第19 章特別控訴委員会（Extraordinary 
Challenge Committee）は、ITC が行った米国ウルグアイランド法 129 条による損害のおそ
れの再認定について、これを十分な証拠に支持されたものではないと判断した NAFTA 第19













提となる（WTO 設立マラケシュ協定第 16 条、補助金・相殺関税協定 32.1 条） 。よって、厳
密には適用法規が異なるにせよ、NAFTA パネルと WTO の判断の間には、齟齬はあってはな
                                                                                                                                 
2002). 
34  Certain Softwood Lumber Products from Canada (Can. v. U.S.), ECC-2004-1904-01USA (NAFTA 
Extraordinary Challenge Comm., Aug. 10, 2005). 
35  Panel Report, United States—Investigation of the International Trade Commission in Softwood 
Lumber from Canada: Recourse to Article 21.5 of the DSU by Canada, ¶¶ 7.17-7.57, WT/DS277/RW (Nov. 
15, 2005). 
36  Joost Pauwelyn, Notes, Comments and Developments, Adding Sweeteners to Softwood Lumber: The 
WTO-NAFTA ‘Spaghetti Bowl’ Is Cooking, 9 J. INT’L ECON. L. 197, 197-98 (2006).  ただし、WTO および
NAFTA それぞれのフォーラムが検討している ITC の再決定は、 異なるものであることに留意する必要がある
（WTO は2004 年11 月決定、対して NAFTA は2004 年6月決定および同 9月決定） 。WTO および NAFTA
で関係法規への違反が認定される毎に、ITC は米国ウルグアイラウンド法 129 条（19 U.S.C. §3538）上の権
限に基づき、損害の再認定を実施する。よって、国際紛争解決フォーラムが同一措置に複数示されると、上記
のように ITC 再認定も同一措置について複数示されることになり、本件ではこれらはいずれも前掲注(33)の
ITC 決定に関するものである。なお、後に WTO 上級委員会は上記パネルの判断を破棄しており、最終的には
結論において NAFTA の判断との齟齬は解消している。Appellate Body Report, United 
States—Investigation of the International Trade Commission in Softwood Lumber from Canada: 
Recourse to Article 21.5 of the DSU by Canada, ¶ 162(a), WT/DS277/AB/RW (Apr. 13, 2006). 
37  Appellate Body Report, United States—Final Countervailing Duty Determination with Respect to 
Certain Softwood Lumber from Canada, ¶¶ 155-159, WT/DS257/AB/R (Jan. 19, 2004); Panel Report, 
United States—Final Countervailing Duty Determination with Respect to Certain Softwood Lumber from 
Canada, ¶¶ 7.94-7.95, 7.99, WT/DS257/R (Aug. 29, 2003). 
38  Certain Softwood Lumber Products from Canada, Final Affirmative Countervailing Duty 
Determination (Can. v. U.S.), USA-CDA-2002-1904-03, 63-65 (NAFTA Ch.19 Binational Panel, Aug. 13, 
2003). 
39  伊藤一頼「米国のカナダからの軟材に対する相殺関税の最終決定に係る 21.5 条手続」 『ガット・WTO の




理由として導入した再生タイヤの輸入禁止が MERCOSUR 違反であるとして、 ウルグアイが
これを仲裁に付託した。仲裁廷は 2002 年1 月にウルグアイの請求を認め40、ブラジルは後に
当該判決に従い MERCOSUR 諸国からの再生タイヤについては制限を解除したが、 域外第三
国には依然として当該措置を維持した。このため EC が本件を WTO に付託した。 
パネルは当該措置を GATT 第11 条に抵触する輸入制限とし、 結論として GATT 第20 条(b)
による正当化も認めなかったが、他方で当該措置を同項の下で必要性があるものと認め、更





上級委員会は、 ブラジルが GATT 第20 条(b)に相当する MERCOSUR モンテヴィデオ条約






廷の判断は GATT 第 20 条(b)の政策目標と無関係であり、何ら正当化事由として機能しない
ことを明確に述べている点に留意する必要がある44。 
 
  以上の事件の他にも、例えば GATT における 1990 年代前半の米国・豚肉相殺関税事件お
よび米国・軟材相殺関税事件は、それぞれ同一措置がやはり米・加 FTA 第 19 章パネルにも
係属しており、それぞれが報告書の発出に至っている。また、WTO 協定発効後も、米国・液
糖ダンピング防止税事件が、 WTO パネルに係属する傍ら、 当事者は異なるが （申立人が私人）
同一措置がNAFTA第19章パネルに係属している。 これ以外にもカナダ ・ 特許保護期間事件、
およびカナダ・定期刊行物関連措置事件など、現在のところ総計 30 件の NAFTA 当事国間の
WTO 紛争が潜在的に WTO・NAFTA どちらにも係争する可能性があった45。また、
                                            
40  Prohibición de importación de neumáticos remoldeados (remolded) procedentes de Uruguay (Uru. v. 
Braz.) (Tribunal Arbitral Ad-hoc del MECOSUR, 2002.1.9). 
41  Panel Report, Brazil—Measures Affecting Imports of Retreaded Tyres, ¶¶ 7.210-7.215, 7.270-7.289, 
WT/DS332/R (June. 12, 2007). 
42  Appellate Body Report, Brazil—Measures Affecting Imports of Retreaded Tyres, ¶¶ 228-233, 
WT/DS332/AB/R (Dec. 3, 2007). 
43  Id. ¶234.   
44  Id. ¶228.   
45  YUVAL SHANY, THE COMPETING JURISDICTIONS OF INTERNATIONAL COURTS AND TRIBUNALS 54-57 (2003); 11 





  同様の問題は米州地域だけでなく欧州にも見られる。ペータースマンによれば、WTO 協定
に抵触する可能性が高い EC の措置に関する訴訟において、ECJ は後述 2.4 の直接適用の問
題を除き、殆ど GATT および WTO 協定を参照することなく EC 法の解釈・適用を行ってい
る47。 
 
2.3  RTA 上の義務としての WTO 協定 
 
ガルシア＝ベルセロは、B に属する規定はむしろ RTA がWTO 上の権利・義務に影響しな
いことを確認しているに過ぎず、RTA には参照されている WTO 協定の適合性について判断
する意図がないことを前提としている48。ガルシア＝ベルセロの設例はすべて EC・チリ協定
に限られていたが、これ以外の RTA の一部では、このように WTO 協定上の義務をそれ自体
として遵守すべきことを明確に規定した例ではなく、RTA の一部として WTO 協定の個別規
定を取り込む例が見られる。 
我が国の例で言えば、内国民待遇については日・星 EPA 第 13 条、関税評価については同
第15条が、 それぞれGATT第3条および関税評価協定第1部の 「例によ （in accordance with） 」
ると規定している。これらは EC・チリ協定の例ほど明らかに単純な WTO 協定それ自体の遵
守確認ではなく、むしろ WTO の規定を当該 RTA の義務の一環として準用している。更に、
いっそう明確に WTO 協定の規定を RTA 上の義務として取り込んでいる顕著な例として、
NAFTA2101 条は GATT 第20 条を 「協定に組み入れ、 その一部となす （are incorporated into 
and made part of this Agreement） 」と規定している。 
こうした規定は、上記 B に関する EC・チリ協定の例とは異なり、言及または組み入れら
                                                                                                                                 
Gantz, supra note 25, at 1057-83; Rafael Leal-Arcas, Choice of Jurisdiction in International Trade 
Disputes: Going Regional or Global?, 16 MINN. J. INT’L L. 1, 55-56 (2007).  シャナイ（Yuval Shany）はこの
ような紛争を 15 件挙げており（SHANY, supra, at 57 n.120） 、2002 年の米国・カナダ産軟材相殺関税暫定措
置事件（DS247）が最新の事案である。その後 2007 年11 月末時点で、更に米国が 4件、カナダが 6件、メ
キシコが 5件の申立を、それぞれ NAFTA 加盟国に対して行っている。この中には 2.2 に紹介した米国・カナ
ダ産軟材ダンピング防止税損害決定および同確定相殺関税事件（DS257、DS277）も含まれる。なお、現時点
で最新の事案は、カナダの申立による米国・トウモロコシ等農産物補助金事件（DS357、2007 年1月8日協
議要請）である。Chronological List of Disputes Cases, 
http://www.wto.org/english/tratop_e/dispu_e/dispu_status_e.htm (last visited Dec. 1, 2007). 
46  Thomas Andrew O’Keefe, Dispute Resolution in MERCOSUR, 3 J. WORLD INVESTMENT 507, 517-19 
(2002).  その後オリボス議定書発効までに、ブラジリア議定書のもとで計 10 件の仲裁判決が公表されている。
Solución de Controversias del MERCOSUR: Laudos Arbitrales, 
http://www.mercosur.int/msweb/portal%20intermediario/es/controversias/laudo.html (last visited Dec. 1, 
2007). 
47  Petersmann, supra note 3, at 336. 
48  Garcia Bercero, supra note 19, at 400. 12 
れた WTO 協定の規定が法的に WTO 協定それ自体とは別の規範を構成する。特にこれが条
約法条約第 31 条に従い RTA の文脈、趣旨・目的、事後の慣行、起草史に鑑みて解釈された
場合、まったく同一の文言でも、自ずと WTO における解釈とは異なる可能性は否定できな
い49。特に例に引いた GATT 第 20 条（特に b、d、g の各号）については、既に GATT1947









制限措置との関係で、現行の DSU 第21 条第 5 項にいう「勧告及び裁定を実施するためにと
られた措置（measures taken to comply with the recommendations and rulings） 」として位
置づけられるが、その GATT 整合性が今度は米・加 FTA において問われた。 
本件でも、 米・加 FTA パネルは先行する GATT パネル同様に、 再び GATT 第20 条(g) （た
だし米・加 FTA1201 条により米・加 FTA 本体に組み入れたもの）の解釈・適用を行った。
GATT 第20 条(g)は、GATT に反する措置が有限天然資源の保護に「関する（relating to） 」
もので、かつ国内におけるかかる資源保護と「関連して（in conjunction with） 」実施される
時、例外として正当化されると規定する。GATT パネルはこの「関する」 ・ 「関連して」とい
う文言を、問題の措置がそれぞれ有限天然資源保存および国内措置実施を「主たる目的とし










                                            
49  山形前掲注(7)54-55 頁。 
50  例えばチリ・墨 FTA19-02 条、加・コスタリカ FTAXVI.1 条、TAFTA1601 条など。 
51  Panel Report, Canada―Measures Affecting Exports of Unprocessed Herring and Salmon, L/6268 (Mar. 
22, 1988), GATT B.I.S.D. (35th Supp.), at 98 (1989). 
52  Canada’s Landing Requirement for Pacific Coast Salmon and Herring (U.S. v. Can.), CDA-89-1807-01, 
¶¶ 2.01-2.03 (Can.-U.S. FTA Ch.18 Binational Panel, Oct. 16, 1989). 









売規制を実施した米国の措置について、米・加 FTA407 条および 1201 条によって同 FTA に
組み入れいられている GATT 第3 条、第 11 条、第 20 条(g)の解釈・適用を行った。特に本件
では、GATT 第3 条と同第 11 条の適用範囲、すなわち内国規制と国境規制の範囲と境界につ
いて検討している点が注目される。本件パネルの意見はこの点について分かれ、多数意見は
両条文の適用範囲が相互に排他的であることを前提に、関連米国法の文言と措置の適用の意
図および実態に照らして、当該措置を GATT 第3 条第 4 項の規律に服する内国措置であると
位置づけた55。 これに対して少数意見は GATT 第3 条および同第 11 条の適用範囲は排他的で
あると考えることは論理的でないとして、多数意見に同意せず、本件措置にも GATT 第 11
条の規律が及ぶとした56。 
この問題は、GATT、後の WTO において未だ議論されていない課題であり、特に少数意見





2.4  RTA フォーラムによる WTO 協定の適用 
 
上記のガルシア＝ベルセロの分類は、 WTO 協定と実質的に同一ないしは極めて類似の内容
であっても、いずれも RTA の実体規定が適用されるケースを想定した。他方、EC のように
統合体自体が条約の締結・実施主体としての権能を持っている場合、WTO と RTA のフォー
ラム競合の一類型として、例外的ではあるが、WTO 協定の RTA における直接適用の問題が
発生する58。この点については、既に ECJ が WTO 協定の直接適用可能性を否定しており、
現状ではその可能性はない59。 
                                            
54  Appellate Body Report, United States—Standards for Reformulated and Conventional Gasoline, 
WT/DS2/AB/R (Apr. 29, 1996), WTO D.S.R. (1996: I), at 3, 13-20. 
55  Lobsters from Canada (Can. v. U.S.), USA 89-1807-01, ¶¶ 7.4.1-7.7.5, 7.22.1-7.22.2 (Can.-U.S. FTA 
Ch.18 Binational Panel, May 25, 1990). 
56  Id. ¶¶ 8.1.1-8.2.15. 
57  本件判断の分析と意義について、平覚「ガット第三条と第十一条の適用関係（上～下） 」 『貿易と関税』第
45 巻第 6号22 頁以下、同第 7号22 頁以下、および第 8号100 頁以下所収（1997）を参照のこと。 
58  SHANY, supra note 45, at 57-59. 
59  Case C-392/99, Comm’n v. Portugal, 2003 E.C.R. I-3373, ¶¶ 36-52. 14 
しかし、 実際 GATT1947 時代の第 2  次バナナ輸入制度事件では、 イタリアによる南米産バ
ナナに対する差別的国内税についてECJおよびGATTパネルの双方に事案が同時に係属した。
GATT パネルは当該税制と同時に付託されたバナナの輸入制限スキームの GATT 第 11 条違
反を認定する一方で、同第 3 条第 2 項違反については訴訟経済を行使して判断を回避した60。
ECJ も同様に同一措置に関する GATT 第 3 条整合性につき判断を求められていたが、
GATT1947 の直接適用可能性を否認することによって判断を回避した61。また、GATT 第 3




び適用可能な国際法の規則（this Agreement and applicable rules of international law） 」の
ように規定しており、これらの RTA においては、WTO が適用法規となり得るものと解釈で
きる64。かかる適用法規規定の実際の適用範囲については必ずしも明確ではないが、我が国締
結の EPA も含めて，同様の規定を置く RTA は少なくない65。 
 
3.  一般国際法の手続的原則を中心とした調整とその限界 
 
3.1  同一紛争の二重係争に対する規制 
 





WTO と RTA の管轄競合も調整可能とする見解は、国際公法研究の視点からは極めて自然な
指摘であろう68。 
  もっとも、これらの手続的原則が WTO とRTA の競合を適切に捕捉できるか否かについて
                                            
60  Panel Report, EEC—Member States' Import Regimes for Bananas, ¶¶ 326, 359, DS32/R (unadopted, 
June 3, 1993). 
61  Case C-469/93, Amministrazione delle Finanze dello Stato v. Chiquita Italia SpA., 1995 E.C.R. I-4533, 
¶¶ 10-18. 
62  Panel Report, EEC—Import Regime for Bananas, DS38/R (unadopted, Feb. 11, 1994). 
63  Case C-280/93, Germany v. Council, 1994 E.C.R. I-4973, ¶¶ 103-112. 
64  平前掲注(3)5 頁。ただし、仮に WTO 協定に関する請求について WTO 協定を適用して RTA のフォーラ
ムが判断した場合、DSU 第23 条に規定する WTO の専属管轄権を侵すことになる。 
65  例えば、日・星 EPA 第144 条第 1項(b)、日・馬 EPA 第149 条第 1項(b)、日・比 EPA 第154 条第 1項
(b)のほか、 MERCOSUR オリボス議定書第 34 条第 1項、 TAFTA1806 条第 1 項、 CARICOM 設立条約第 217
条第 1項、韓・チリ FTA1.2 条第 1項など。 
66  lis alibi pendens、または lispendens とも言う。 『英米法辞典』522 頁（田中英夫編、1991） 、BLACK’S LAW 
DICTIONARY 950, 952 (8th ed. 2004) . 
67  山形前掲注(7)46-50 頁、SHANY, supra note 45, at 22-23. 
68  小寺彰「FTA とWTO ―代替か、補完か？―」 『国際問題』第 566 号5頁以下所収 12 頁注 10（2007） 。 15 
は、詳細な検討を要する。これらの原則は、基本的に同一紛争、すなわち同一当事者による
同一訴訟主題（事実および請求原因）に関する紛争を前提として、適用されることに留意し













国内裁判手続間の適用については、 各フォーラムによって慣行に幅があることが指摘される74。  
                                            
69  山形前掲注(7)50-55 頁、SHANY, supra note 45, at 23-28. 
70  平前掲注(3)13 頁、 Kyung Kwak and Gabrielle Marceau, Overlaps and Conflicts of Jurisdiction between 
the World Trade Organization and Regional Trade Agreements, in REGIONAL TRADE AGREEMENTS, supra 
note 19, at 465, 480-81 (2006); Pauwelyn, supra note 36, at 200-01; Joost Pauwelyn, Going Global, 
Regional or Both?: Dispute Settlement in the Southern African Development Community (SADC) and 
Overlaps with the WTO and Other Jurisdictions, 13 Minn. J. Global Trade 231, 291-92, 294-95 (2004).  な
お、WTO 上級委員会も既判力の作用を認めたと理解できる判断を示しているが、これはあくまでも WTO 協
定内においてである。Appellate Body Report, European Communities—Anti-Dumping Duties on Imports 
of Cotton-Type Bed Linen from India: Recourse to Article 21.5 of the DSU by India, ¶¶ 81-89, 
WT/DS141/AB/RW (Apr. 8, 2003). Cf. Panel Report, United States—Measures Affecting the Cross-Border 
Supply of Gambling and Betting Services: Recourse to Article 21.5 of the DSU by Antigua and Barbuda, 
¶¶ 6.46-6.57, WT/DS285/RW (Mar. 30, 2007). 
71  SHANY, supra note 45, at 26-27.  他の論考でも二重訴訟として排除される範囲の訴訟を「実質的に同一の
事案（substantially identical case） 」と規定しており、必ずしも形式的な請求原因の同一性がないことをもっ
て、複数手続の進行を許すとは理解していない所論が見られる。Vaughan Lowe, Overlapping Jurisdiction in 
International Tribunals, 20 AUSTL. Y.B. INT’L L. 191, 202 (1999); Pauwelyn, supra note 70, at 294-95.  二重
訴訟の禁止は国際民事訴訟法上の法理の借用であるが、ヨーロッパ法では一般に請求原因の同一性は形式的に
判断されない。酒井一「ブリュッセル条約 21 条の意味における請求権」 『EU の国際民事訴訟法判例』176 頁
以下所収 180 頁（石川明・石渡哲編、2005） 。また、アメリカ法では、類似の訴訟（similar action）が海外の
法廷に係属している場合、当該外国判決に既判力が及ばない場合に審理を再開できるよう、米国法廷が一時的
に国内手続を停止することを意味するとされ、この時点で厳密な紛争の同一性を要件としていない（同一性は
むしろ後に外国判決の既判力の有無の判断に際して問われる） 。Brian Pearce, The Comity Doctrine as a 
Barrier to Judicial Jurisdiction: A U.S.-E.U. Comparison, 30 STAN. J. INT’L L. 525, 556 (1994).  日本法にお
いても、国際訴訟競合の整理において紛争の統一的、一挙的、経済的解決を目的として、紛争の同一性を柔軟
に広く解する考え方がある。 安達栄司 「国際的訴訟競合論」 『成城法学』 第75 号1頁以下所収 10-11 頁 （2007） 。 
72  SHANY, supra note 45, at 218-23, 239-45.  もっともシャナイは、管轄競合の防止の政策的要請や二重訴訟
禁止が国内法レベルでは法の一般原則となっている事実等に鑑み、二重訴訟禁止原則の活用をむしろ支持して
いる。 
73  YUVAL SHANY, REGULATING JURISDICTIONAL RELATIONS BETWEEN NATIONAL AND INTERNATIONAL COURTS 
158-59 (2007). 
74  SHANY, supra note 73, at 159-62; SHANY, supra note 45, at 245-55. 16 




（Kyung Kwak and Gabrielle Marceau）は、DSU 第23 条の存在により WTO 協定に関す
る紛争は常に WTO が便宜法廷となると指摘するが76、同様のことは RTA にも言える。例え
ば、EC 条約第 292 条のような排他的管轄権を規定する RTA の紛争解決手続については、そ
の問題となる実体規定の実質的内容が WTO 協定と同一であるか否かに関わらず、常に当該
RTA の解釈についてはそれぞれの紛争解決フォーラムが便宜法廷となろう。 




















                                            
75  Lowe, supra note 71, at 200-01. 
76  Kwak and Marceau, supra note 70, at 480. 
77  なお、イギリス法では争点効は estoppel per pre rem judicatum と称されるか、あるいは既判力に包含さ
れる。 『英米法辞典』前掲注(66)158 頁。 
78  Pauwelyn, supra note 70, at 292-93. 
79  Panel Report, Argentina—Definitive Anti-Dumping Duties on Poultry from Brazil, ¶¶ 7.38-7.39, 
WT/DS241/R (Apr. 22, 2003). 
80  もっとも、後述の先行フォーラム優先型の条項を含む紛争解決手続に同意することは、このような後発フ
ォーラムの不行使の約定を明示的に与えたものと考えられる可能性がある。 
81  Appellate Body Report, European Communities—Export Subsidies on Sugar, ¶ 312, WT/DS265/AB/R, 
WT/DS266/AB/R, WT/DS283/AB/R (Apr. 28, 2005). 
82  小寺彰『パラダイム国際法−国際法の基本構成−』193-94 頁（2004） 。 17 
的な条約の授権によらない司法礼譲に関する一般国際法の確立は認めがたい83ことを指摘す












できる。条約法条約第 31 条第 3 項(c)によれば、パネル・上級委員会により解釈される WTO
協定は RTA の「当事国の間の関係において適用される国際法の関連規則」と位置づけられ、
これと整合的に RTA を解釈できるが88、かかる手法は先の ILC 報告書によっても国際法の断
片化の解消に向けた選択肢として提案される89。更に条約法条約に依拠せずとも、他条約にお
ける同一文言の解釈を参照し、 かかる文言の現代的意味を確定する 「発展的条約解釈」 はWTO
上級委員会も採用しており90、同様の解釈手法が RTA でも利用可能である。また、RTA にお
いてもその解釈／適用に WTO 協定の参照を要請する規律をおく場合がある。一例として、
EFTA設立条約第49条は同協定が多国間協定の義務免除と見なされるものではないと規定し
                                            
83  この点について、平前掲注(3)14-15 頁参照。国際紛争解決フォーラムの競合時の司法礼譲の実例とされる
MOX プラント事件判決（The MOX Plant Case (Ir. v. U.K.), 41 I.L.M. 405 (Int’l Trib. L. of the Sea, Dec. 3, 
2001）も、当事国の合意に基づく海洋法条約外のフォーラムの優先的管轄権を認めた海洋法条約第 282 条を
基礎として ECJ に礼譲、尊重を示したもので、結局のところ純然たる司法礼譲ではないことが指摘される。 
84  SHANY, supra note 45, at 260-66, 278-80; Petersmann, supra note 3, at 360.   
85  SHANY, supra note 45, at 280-81. 
86  Rosalyn Higgins, The ICJ, the ECJ, and the Integrity of International Law, 52 INT’L & COMP. L.Q. 1, 
19-20 (2003). Kwak and Marceau, supra note 70, at 475 は、このコメントを「自覚と情報交換（awareness 
and exchanges） 」と総括している。 
87  Pemmaraju Sreenivasa Rao, Multiple International Judicial Forums: A Reflection of the Growing 
Strength of International Law or Its Fragmentation?, 25 MICH. J. INT’L L. 929 (2004). 
88  例えば RTA に含まれる投資保護規定の解釈における WTO 協定の役割について、 Gaetean Verhoosel, The 
Use of Investor-State Arbitration under Bilateral Investment Treaties to Seek Relief for Breaches of WTO 
Law, 6 J. INT’L ECON. L. 493, 503-06 (2003)を参照。EC・遺伝子組み替え産品事件パネルで問題となったよう
に、WTO のような当事国数が極めて多い多国間条約の場合は全当事国がある別の条約当事国となっているこ
とは極めて困難な要請となるが、2ないし少数に過ぎない RTA の全当事国が共通して WTO に加盟している
状況は極めて一般的である。Panel Report, European Communities—Measures Affecting the Approval and 
Marketing of Biotech Products, ¶ 7.68-7.71, WT/DS291/R, WT/DS292/R, WT/DS293/R (Sept. 29, 2006). 
89  U.N. Int’l L. Comm’n, Fragmentation of International Law: Difficulties Arising from the 
Diversification and Expansion of International Law: Report of the Study Group of the International Law 
Commission: Addendum—Appendix: Draft Conclusions of the Work of the Study Group, ¶¶17-23, U.N. 
Doc. A/CN.4/L.682/Add.1 (May 2, 2006) (Finalized by Martti Koskenniemi). 
90  Appellate Body Report, United States—Import Prohibition of Certain Shrimp and Shrimp Products, ¶ 
130, WT/DS58/AB/R (Oct. 2, 1998). 18 
ている。このため EFTA 仲裁廷は、同条を文脈として、WTO 協定に矛盾しないように EFTA
上の権利・義務を解釈・適用する義務を負うものと解釈できる。 
  しかし RTA が参考となし得る程度に解釈が比較的確定している WTO協定の条文は限定さ
れている（例えば GATT 第3 条） 。また、同一条文についても WTO パネル・上級委員会の解
釈自体に幅があり91、各 RTA の解釈における WTO 協定およびパネル・上級委員会の説示の
参照は、結局は各々がこれらを再解釈することに他ならない。また、未だに WTO 紛争解決
手続において解釈が明らかにされていない相当数の WTO 協定の個別条文には、各 RTA の中




  とすれば、 逆に WTO を中心として各 RTA の判断の WTO 協定整合性を確保する方法もあ
ろう。 この点で参考なるのは、 EFTA 裁判所と ECJ の均質性 （homogeneity） の原則である。
EEA 条約は EC 条約とその内容が実質的に同一であるが、その解釈・適用について前者は
EFTA 裁判所が、後者は ECJ が担当する。この際に両者の統一的な運用がなされるように均
質性の原則が規定されており、 当該原則のもとで両裁判所を含む関係機関の協議や EEA 合同
委員会による判例の検討が行われる（EEA 条約第 105 条および同第 106 条） 。同様にして、












れ、また部分的に ECJ が EFTA  裁判所の判断に同意しない場合もあるが、基本的に相互に
判断を尊重する慣行が確認されていると評価する93。しかし、2.3 で同一の文言でも異なる条
                                            
91  パネル・上級委員会の説示そのものの「再解釈」が RTA とWTO で異なる事態は、2.3 に前述のカナダ・
サケおよびニシン輸出制限および同陸揚げ要件の両事件が典型例である。 
92  例えば GATT 第24 条第 8項に規定される「その他の制限的通商規則（other restrictive regulations of 
commerce） 」の範囲については、国境措置ばかりでなく一部内国規制の撤廃を含むとする解釈が示されている
が、WTO パネル・上級委員会が果たしてかかる広い範囲の障壁撤廃を同項が義務づけると解釈するかどうか
は、先例上明らかではない。James H. Mathis, Regional Trade Agreements and Domestic Regulation: What 
Reach for ‘Other Restrictive Regulations of Commerce’?, in REGIONAL TRADE AGREEMENTS, supra note 19, 
at 79. 
93  Carl Baudenbacher, The EFTA Court: An Actor in the European Judicial Dialogue, 28 FORDHAM INT’L 19 
約であるかぎりその解釈が異なる蓋然性を指摘したが、ECJ は EC 条約と EC が主体となっ
た他の条約の解釈について明確にこのおそれを認識しており、例えば物品の自由移動原則な
ど主要な原則の解釈・適用についても、実際その細部においては ECJ とEFTA 裁判所の判断
に差異が明確であることが指摘される94。 
 










4.  RTA におけるフォーラム選択方式の類型 
 








本稿末尾の付表 A は、本稿で検討した 100 を越える RTA におけるフォーラム選択方式を
その類型別・地域別に整理したものであるが、以下に類型別の特性を説明する。なお、この
中には、例えば NAFTA や加・コスタリカ FTA のように、複数の類型の特徴をそれぞれ部分
的に具有する複合的な性格の条項も含まれている。 
 
4.1  先行フォーラム優先型 
 
                                                                                                                                 
L.J. 353 (2005).   
94  以上、均質性原則の限界については、小場瀬琢磨「欧州経済領域における法の均質性 
―複数地域経済統合体の融合と域内共通秩序実現の一例として―」25-37 頁（ （独）経済産業研究所、RIETI 
Discussion Paper Series 07-J-051、2007）を参照。 
95  Gantz, supra note 25, at 1097-1105; Maurice Oduor, Resolving Trade Disputes in Africa: Choosing 
between Multilateralism and Regionalism: The Case of COMESA and the WTO, 13 TUL. J. INT’L & COMP. 
L. 177, 206-16 (2005); Pauwelyn, supra note 70, at 246-65. 




ーラムの利用は排除される。付表 Aから明らかなように、NAFTA をはじめ米州の RTA はこ
の形式を採用するものが殆どであり、我が国締結の 4 つの EPA を含めてアジア大洋州地域の
協定にも多く見られる。地域横断型協定でこの方式を採用する RTA も、米州またはアジア大
洋州地域の国々が一方当事国になっている協定に限られ、その他の地域には全く見られない。
以下に典型例として米・チリ FTA 第22.3 条を引用しておく。 
 
「1.  本協定、および両当事国が当事国となる他の自由貿易協定あるいは WTO 協定の
下でいずれかの問題に関する紛争が発生する場合、 申立国は当該紛争を解決する法廷を
選択することができる。 （Where a dispute regarding any matter arises under this 
Agreement and under another free trade agreement to which both Parties are party 
or the WTO Agreement, the complaining Party may select the forum in which to 
settle the dispute.） 
 
2.  当該申立国が第 1 項に言及されるいずれか一の協定の下での小委員会の設置を要請
した場合、当該法廷は他を排して利用される。 （Once the complaining Party has 
requested a panel under an agreement referred to in paragraph 1, the forum 





る（may be settled in either forum at the discretion of the complaining Party） 」と規定され
ている。また、当事国が 3 カ国以上の複数国間協定では、同一措置について複数国による共
同申立が想定されるため、環太平洋戦略 EPA15.3 条第 2 項および EFTA・墨 FTA 第77 条第
2 項は、共同申立国が協議によりフォーラム選択を一本化する旨を規定する。先行手続は、基
本的に WTO あるいは RTA のパネル設置要請をもって開始されたと解釈する協定が一般的で
ある101。また、選択フォーラムについて相手国や第三国たる当該 RTA 当事国に通報義務を規
                                            
97  以下本文および脚注中における我が国を当事国としない RTA 条文の日本語訳、および下線やカッコ書き
等の加工は、特段の記述がないかぎり筆者によるものである。 
98  例えば米・バーレーン FTA19.4 条、 米・モロッコ FTA20.4 条、 米・オマーン FTA20.4 条、 米・星 FTA20.4
条第 3項、米・豪 FTA21.4 条。 
99  例えば、加・チリ FTAN-05 条、加・コスタリカ FTAVIII.6 条、加・イスラエル FTA8.1 条。 
100  例えば、EFTA・墨 FTA 第77 条、チリ・墨 FTA18-03 条、墨・イスラエル FTA10.04 条、墨・ニカラグ
アFTA20-03 条。 
101  例えば、TAFTA1801 条第 6項、NAFTA2006 条第 7項、加・チリ FTAN-05 条第 5項、ASEAN DSM








このほかに変則的な形態として、米・ヨルダン FTA 第 17 条第 1 項(e)は先行フォーラム優
先を原則としつつ、当該先行フォーラムが「手続上のないしは管轄権上の理由により（for 
procedural or jurisdictional reasons） 」事実認定および法的判断を行えない場合、事後的に代
替的なフォーラムへの紛争付託を許す。 
 
4.2  RTA 優先型 
 




4.2.1  共同申立国の調整のための RTA 優先 








4.2.2  特定主題の紛争に関する RTA の排他的管轄権の設定 
  NAFTA2005 条第 3 項は、被申立国が問題の措置が同 104 条（NAFTA に対する多国間環
境条約の優越）にかかる措置であると主張し、NAFTA 下での解決を選択した場合、申立国は
NAFTA 手続のみを利用できる旨を規定する。また、同条第 4 項によれば、同第 7 章B（SPS
規制）および第 9 章（TBT 規制）に関する一部紛争についても、同様に被申立国の要請があ
れば、申立国は NAFTA 手続しか利用できない。 
加・チリ FTAN-05 条第 2 項も基本的に NAFTA と同様であり、同 FTAA-104 条（環境条
                                            
102  例えば、 TAFTA1801 条第 3項、 EFTA・星協定第 56 条第 3項、 NAFTA2006 条第 2項、 加 ・ チリ FTAN-05
条第 3項など。 
103  Kwak and Marceau, supra note 70, at 483. 
104  オリボス議定書については、正文ではない英訳版を参照した。The Olivos Protocol for the Settlement of 
Disputes in MERCOSUR, Arg.-Braz.-Para.-Uru., Feb. 18, 2002, 42 I.L.M. 2 . 22 
約に関する問題）に関する紛争は、被申立国主導で同協定の手続に付託される。また、同様
の規定はこの両国を当事国とするチリ・墨 FTA18-03 条第 3 項、加・コスタリカ FTAXIII.6
条第 2 項にも挿入されている。 
 
4.3  WTO 優先型 
 
4.3.1  包括的 WTO 優先 
典型的かつ唯一の例として、EC・チリ協定第 189 条が挙げられる。まず同第 4 項(a)および






らず適用される。 （Unless the Parties otherwise agree, when a Party seeks redress of a 
violation of an obligation under this Part of the Agreement which is equivalent in 
substance to an obligation under the WTO, it shall have recourse to the relevant 
rules and procedures of the WTO Agreement, which apply notwithstanding the 
provisions of this Agreement.） 」 
 
すなわち、実質的に WTO 協定上の義務に相当する当該 FTA 上の義務に関する紛争は、当
該 FTA の手続ではなく WTO に付託される。このため、当該 FTA では管轄権を否認する権
能を仲裁パネルが有することが前提となっており（同第 4 項(d)） 、WTO と FTA の重畳を事
前にパネルが検討したうえで、管轄権行使の可否を決することができる。上記のように FTA
仲裁パネルは実質的に WTO 協定の権利義務に関する事項は検討せず、逆に FTA が検討する
ことは純粋に FTA マターに限定されるので、同一紛争事実について WTO が同時または後に
検討することはあり得ない。よって、複数フォーラムで同じ問題に矛盾した判断が出ること
もない。 
  この他にも、一見包括的 WTO 優先型と理解できる規定が見られるが、結局はそのように
解釈できない。例えば日・比 EPA 第149 条第 2 項を見ると、WTO と管轄が競合する紛争は
WTO への付託を「優先的に考慮する（shall give priority consideration） 」と規定しており、
包括的な WTO 優先の可能性を示唆する。ただし同項で義務づけられるのは WTO の優先で
はなく、あくまでその考慮に過ぎず、同協定もまた基本的に同第 2 項に従って先行フォーラ
ム優先型と言える。また、EFTA 設立条約第 47 条および 48 条において EFTA 仲裁裁判と
WTO との関係には一切言及がないため、原則として無調整型に分類されるが、他方で 3.2 に
述べたように同第 49 条は同協定の解釈・適用における WTO 協定の尊重を規定しているもの
と解釈できる。しかしながら、第 49 条は明示的に EFTA 仲裁廷の管轄権行使を制約・排除し
ておらず、紛争解決フォーラムとしての WTO 優先を規定するとまでは理解できない。 23 
 
4.3.2  部分的 WTO 優先 
  本稿で検討した範囲では、以下の 2 協定が部分的な WTO 優先を規定している。まず、米・
ヨルダン FTA 第 17 条は申立国の選択による先行フォーラム優先を原則としつつ（同条第 1
項(e)） 、同第 3 条（サービス）に関する紛争については、あくまで同協定約束表にのみ掲載さ
れる約束に関する案件のみを同協定パネルに付託でき、GATS 約束にもかかる約束（つまり
双方約束表掲載約束の重複部分） に関する案件は WTO に付託されるべきことを規定する （第
17 条第 4 項(a)） 。また、第 4 条（知的財産権）に関する紛争も、同一の請求が WTO 紛争解
決手続に服さないかぎり、同協定パネルに付託できる（第 17 条第 4 項(b)）105。これらの請
求は要するにいずれも純然たる当該 FTA 上のものであり、必然的に同 FTA の手続に付託せ
ざるを得ない。他方、同一案件において別の請求（特に WTO 上の請求など当該 FTA に根拠
を持たないもの）が含まれる場合、その請求については他の手続に付託することを妨げられ
ない（同第 4 項(c)）106。 
また、加・コスタリカ FTAXIII.6 条第 1 項は、同じく原則として申立国の選択による先行
フォーラム優先を規定している。しかしながら、同項に引用される同協定 VI.4  条、VII.1.5
条、および IX.5.1.2 条は、それぞれセーフガード、ダンピング防止税、SPS 措置に関して同
協定に基づくパネル設置を禁じている。このため必然的にこれらに関する紛争については
WTO 手続の援用のみが許される。これは、関連する実体規定が主に WTO 協定の遵守の確認
を規定するものであるが故である。 






4.4 無 調 整 型  
 
4.4.1  消極的無調整 
  多くの RTA がここに含まれる。本稿末尾付表 A から明らかなように、地理的には EC を当
事国とするもの（特に欧州内の協定、欧亜間の協定） 、アフリカ諸国間、旧ソ連 CIS 諸国間の
RTA に偏在している。 
マッコール＝スミス（James McCall Smith）の実証的研究によれば、当事国の経済力の非
                                            
105  しかしながら、同項が同 FTA とWTO への実質的に同一の規定に基づく請求の付託を排除できるとは解
釈できない。本項は「請求（claims） 」を「同一の請求（the same claim） 」で受けており、仮に内容が実質的
に同一である義務に関するものであっても、当該 FTA とWTO それぞれに基づくふたつの請求は、 「同一」で
はない。同様の問題については、5.1.2.2 において後述する。 












  また、CIS 諸国および無調整に分類されるアジア・大洋州地域の RTA にも、EC ハブの諸
協定と同様の傾向が見られる。特に CIS 締約国の殆どは WTO 未加盟であるため111、そもそ
もWTO とRTA のフォーラム競合を懸念する必要はなかった。更に ANZCERTA やGCC に
至っては、紛争解決手続そのものが存在しない。 
  以上の RTA については、無調整型選択の理由を紛争解決手続の司法化の程度に求めること
ができるが、他方で相当に司法化されているにもかかわらず、フォーラム調整条項を置いて
いない協定も散見される。顕著な例は欧州の ECJ（EC）および EFTA 裁判所（EEA）であ









訴えないことを約束する（Member States undertake not to submit a dispute 
concerning the interpretation or application of this Treaty to any method of 
                                            
107  James McCall Smith, The Politics of Dispute Settlement Design: Explaining Legalism in Regional 
Trade Pacts, 54 INT’L ORG. 137, 163-73 (2000). 
108  この点の整理について、Garcia Bercero, supra note 19, at 384-85 を参照。 
109  Edna Ramírez Robles, Political & Quasi-Adjudicative Dispute Settlement Models in European Union 
Free Trade Agreements: Is the Quasi-Adjudicative Model a Trend or Is It Just Another Model? 11-22 
(WTO, Staff Working Papers ERSD-2006-09, 2006), available at 
http://www.wto.org/english/res_e/reser_e/ersd200609_e.pdf.  分類について、J. G. MERRILLS, INTERNATIONAL 
DISPUTE SETTLEMENT (4th ed. 2005)  を参照。 
110  単にフォーラム競合を意識しなかっただけではなく、特に加盟を前提とした国々との協定は頻繁に EC／
EU を構成する諸条約の規定に言及しているため、これらについて RTA フォーラムが司法的判断を示すこと
を回避したとも理解できる。Garcia Bercero, supra note 19, at 390. 




settlement other than those provided for therein.） 」112 
   
  この規定上、 ECJの排他的管轄権の及ぶ範囲はあくまでEC法に関する紛争に限定される。
したがって、同時並行的に発生する WTO に関する紛争の管轄については規定はなく、むし
ろRTA の排他的管轄権を規定することにより、WTO との競合を不可避にしている113。 
 
4.4.2  積極的無調整 
  以上のようなフォーラム調整に言及しない協定の一方で、明示的に無調整を規定している
協定がある。まず、NZ・星協定第 58 条は、他フォーラムへの紛争付託を予断しないと規定





  また、CIS も積極的無調整型を取ると言える。同第 19 条第 1 項は CIS 自由貿易協定の解
釈・適用に関する紛争だけでなく、 「当該協定（＝CIS 自由貿易協定）の、あるいはそれに関
連する締約国の権利義務に関する他の紛争（other disputes affecting rights and obligations 
of the Contracting Parties under this Agreement or in connection with it）についても規定
しており、CIS 自由貿易協定と WTO 協定の規律の重畳を考えれば、この紛争は WTO 協定
に関するものを含むものと解釈できる。更に、締約国は紛争解決手段の選択肢として、他の
国際協定の手続、CIS 経済裁判所（Economic Court of the CIS） 、作業部会、交渉のいずれも
利用でき、これらの選択肢の優先関係や先行手続の優先等については特に定めがない。従っ
て、例えば RTA と競合する WTO 協定違反について WTO パネルの判断を仰ぎつつ、同一措
置による対応する CIS 協定違反を CIS 経済裁判所に付託することは妨げられない。また、場
合によっては CIS 経済裁判所が WTO 協定の解釈・適用を行うことも可能である。 
EC・墨協定第 47 条は、WTO と同協定手続の順序のみを整理している唯一の条文である。
同協定の仲裁パネルは、WTO 協定の権利義務に関する事項は審査しない（同条第 3 項） 。同
協定は WTO への紛争付託の権利は予断しないと明記する一方、双方の手続にかかる｢同一の
問題（the same matter）｣については、同協定ないし WTO のうち先行する手続の終了を待
ってから他方を開始しなければならない（第 3 項） 。この方式の下では、同一の問題について
EC・墨協定および WTO の類似規定についての判断が並存することを許容することから、こ
れも積極的無調整型と言えよう。 
最後に、我が国締結の RTA でも、日・星 EPA 第 139 条および日・比 EPA 第 149 条は積
極的無調整型に分類される可能性がある。それぞれの第 2 項は先行フォーラム優先原則を規
定しているが、それぞれの第 4 項は当事者の合意によって当該原則を排除できる旨を規定し
                                            
112  邦訳は『国際経済条約・法令集』557 頁（小原喜雄ほか編、2002）による。 
113  Petersmann, supra note 3, at 354.  他の類似規定として、アンデス共同体司法裁判所設立条約第 42 条、
CARICOM 設立条約第 216 条も参照。 26 
ている。この場合、各 EPA および WTO の判断は同一事実、類似の規定について併存するこ




5.  現行のフォーラム選択方式の限界 
 
以上のように、ほとんどの RTA のフォーラム選択方式は先行フォーラム優先型か無調整型
に分類でき、 部分的に RTA 優先ないしは WTO優先を併用する。 しかし以下に述べるように、
フォーラム選択の基本的アプローチの主流である先行フォーラム優先型および無調整型は、
以下のような問題を内包し、十分に WTO とRTA の管轄調整に機能しない懸念がある。 
 
5.1  先行フォーラム優先型 
 
5.1.1  WTO 手続進行の抑止不能 
  先行フォーラム優先型の問題点は、まず何より WTO 紛争解決手続の強制管轄権と自動的
な手続の進行を確実に止めることができないことにある。WTO 法上の理由については 6.1 に
後述するが、RTA 側としては、事後的な WTO への付託を各 RTA 違反として、それぞれの協
定に規定される譲許停止等の履行確保手段を用いることで阻止する以外の手段は持たない。
更にこの履行確保措置を再度 WTO 協定から評価すると、特に当該措置が WTO 協定にも抵
触する場合（例えば MFN 税率を超えた税率引き上げ） 、協定上の根拠を持たない一方的措置
として DSU 第23 条に反することはもとより、他の実体規定とも抵触を免れない114。 
 
5.1.2  同一紛争の定義の不明確および困難 









5.1.2.1  後発フォーラムに係属する紛争への言及の欠如 
  先行フォーラム優先型 RTA の殆どは、そもそも後発フォーラムへの付託を排除されるべき
紛争の範囲についてなんら規定してない。本稿 4.1 に引用した米・チリ FTA 第 22.3 条第 2
                                            
114  平前掲注(3)23-24 頁。 27 
項もこれに属する。同第 1 項は、同協定および WTO のもとでの「いずれかの問題に関する




定ぶりとなっている。まず、米国ハブの RTA は、 「いずれかの問題に関する紛争（a dispute 





MERCOSUR オリボス議定書第 1 条第 2 項も、後発フォーラムへの付託を排除されるべき紛
争の範囲について規定していない点は同様である。 
米州以外では、 シンガポールハブの RTA のうち、 ヨルダン・星 FTA 第7 条、 韓・星 FTA20.3
条、環太平洋戦略 EPA15.3 条は、それぞれ規定ぶりが若干異なるが、やはり a dispute 
regarding any matter と規定しており、後発フォーラムに付託される紛争を受ける文言がな
い。また、ASEAN DSM 議定書第 1 条第 3 項も、ひとこと「紛争（a dispute） 」 とだけ規
定され、他手続への係争付託が排除される紛争の範囲が全く明示されていない。 
 
5.1.2.2  紛争の同一性の範囲 
他方、5.1.2.1 に取り上げた協定とは異なり、一部のフォーラム選択条項には、少なくとも
先行フォーラムが扱う紛争との同一性を手がかりに、後発フォーラムへの付託から排除され
る紛争を確定する文言が含まれている。例として、イスラエル・米 FTA 第 19 条第 1 項(f)を
参照すると、以下のようにいずれかの国際紛争解決フォーラムに付託された「いずれかの問





                                            
115  例えば、 米・バーレーン FTA19.4 条、 米・モロッコ FTA20.4 条、 米・オマーン FTA20.4 条、 米・星 FTA20.4
条第 3項、米・豪 FTA21.4 条。NAFTA2005 条第 6項も基本的に同様の文言を有するが、第三国への手続開
始通報義務を規定した同第 2項が、 「当該協定の下で利用可能な理由と実質的に同等の理由に基づき（on 
grounds that are substantially equivalent to those available to that Party under this Agreement） 」GATT
手続が援用されることを想定していることから、これを文脈として、RTA であれ、GATT であれ、後発の手
続は先行する手続と実質的に同様の理由によって提起された紛争と限定できる。 
116  加・チリ FTAN-105 条、加・コスタリカ FTAXIII.6 条、加・イスラエル FTA8.1 条。 
117  EFTA・墨 FTA 第77 条第 1項および第 3項、チリ・墨 FTA18-03 条第 3項、墨・イスラエル FTA10.04
条、墨・ニカラグア FTA20-03 条。 
118  チリ・中米二ヶ国（コスタリカ・エルサルバドル）FTA19.04 条、韓・チリ FTA19.3 条、EFTA・チリ
FTA 第88 条。 28 
度は当該問題について排他的管轄権を有する。 （If the conciliation panel under this 
Agreement or any other applicable international dispute settlement mechanism has 
been invoked by either Party with respect to any matter, the mechanism invoked 
shall have exclusive jurisdiction over that matter.） 」 
 
類似の規定として、EC・墨協定第 47 条第 4 項は、 「特定の問題（a particular matter） 」
を「同一の問題（the same matter） 」で受けている。また、EFTA・星協定第 56 条は同協定
および WTO に係属しうる紛争の範囲を「同一の問題（the same matter） 」に関する紛争と
規定する。更に、我が国が締結した 4 本の RTA（日・星 EPA 第139 条第 3 項、日・墨 EPA
第151条第2項、 日 ・ 馬EPA第145条第3項、 日 ・ 比EPA第149条第2項） および TAFTA1801
条第 4 項、タイ・NZ EPA 17.1 条第 4 項（両者は同一文言）も、 「特定の紛争（a particular 




ことが懸念される。例えばイスラエル・米 FTA や EC・墨協定は「問題」という文言を用い
るが、DSU 第 7 条第 1 項の標準的付託事項にある同じく「問題（the matter） 」の文言は、
同第 6 条第 1 項のパネル設置要請書の記載事項により 「特定の措置 （the specific measures） 」
および「申立の法的根拠（legal basis of the complaint） 」で構成されると解釈される119。前
者は事実、後者は請求原因と換言してもよい。そして、実際 RTA においても問題概念につ
いて WTO に近い解釈がなされていることは、 米・ヨルダン FTA 第17 条に顕れている。 
 
「1(e)(i)    本協定下の紛争解決小委員会あるいは両当事国が当事国である他の協
定下のいずれかの適切な国際紛争解決制度がいずれかの問題について援用された
場合、援用された当該制度が当該問題について排他的管轄権を有する（If the 
dispute settlement panel under this Agreement or any other applicable 
international dispute settlement mechanism under an agreement to which 
both Parties are Party has been invoked by either Party with respect to any 







すものではない（If a dispute involves both a claim described in subparagraph 
                                            
119  Appellate Body Report, Guatemala —Anti-Dumping Investigation Regarding Portland Cement from 
Mexico, ¶ 116, WT/DS60/AB/R (Nov. 2, 1998). 29 
(a) or (b) and another claim, subparagraph 1(e) shall not prevent a Party from 
invoking another international dispute settlement mechanism with regard to 
such other claim. Nothing in this subparagraph shall allow a Party to invoke 
the dispute settlement mechanism of both this Article and another 
international dispute settlement mechanism with regard to the same claim.） 」  
 
上記の文言を検討すると、まず第 1 項(e)(i)は「問題（matter） 」 、第 4 項(c)は「請求
（claim） 」とそれぞれ規定していることから、第 17 条は両者を峻別していることは明ら
かである。第 4 項(c)は、本稿 4.3.2 に説明した一定の条件の知的財産権およびサービスに
関する「紛争（a dispute） 」について第 1 項(e)の先行フォーラム優先条項を適用しない
ことを前段で規定した後、後段が前段はあくまで「同一請求（the same claim） 」が同時
に複数手続に係争することを認めたものではない旨を留保している。したがって、第 1
項(e)の先行フォーラム優先規定をこの第 4 項(c)を文脈として解釈すれば、 少なくとも 「問
題（matter） 」には「請求（claim） 」が含まれることになる。更に、このように同一請求




仮に、イスラエル・米 FTA や EC・墨協定などの「問題」も同様に解釈されるとすれば、
あくまでも同一の事実、当事者、および請求原因で構成される「問題」のみを後発フォーラ
ムに付託することが禁止されるに過ぎないことになる。したがって、これらのフォーラム選









                                            
120  ただし平前掲注(3)17 頁および 23-24 頁では、本稿にいうところの先行フォーラム優先条項がある場合、




121  二者択一条項は基本的に投資条約における先行フォーラム優先規定であり、 要は先行フォーラム優先型と
実質は同等である。事実、RTA における先行フォーラム優先型を  “ folk in the road”  と称する論考もある。
CHRISTIAN LEATHLEY, INTERNATIONAL DISPUTE RESOLUTION IN LATIN AMERICA: AN INSTITUTIONAL OVERVIEW 
167 (2007).  ただし通商法の議論では一般的に使用されない表現であり、また本稿は投資家対国家の投資紛争
はその検討対象に含めていないので、誤解を避けるためにこの表現を敢えて使用しない。 30 
して二重の手続に服する紛争の範囲を狭く理解していることがわかる122。 
この点については、FTAA 最終草案第 23 章8.2 条を参照すると、同一紛争の範囲を「請求





むろん上記の解釈も、各 RTA の文脈次第では異なる。例えば、先に触れた我が国締結の 4
つの EPA のフォーラム調整条項は、いずれも以下のように規定する。また、下記抜粋の英語
正文とほぼ同一の文言が、TAFTA1801 条第 4 項およびタイ・NZ EPA 17.1 条第 4 項それぞ
れの第 2 文にも挿入されている。 
 
「ただし、別個の国際協定に基づく権利又は義務で実質的に異なるものについて争われ
るときは、 この限りでない。 （However, this does not apply if substantially separate and 










は「実質的に異なる」の範囲いかんであり、いかなる違いをもって WTO とこれら RTA の権
利・義務に実質的な差異を見出すのかについては、なお相当の解釈と議論の余地があろう。 
 






                                            
122  阿部克則「二国間投資条約／経済連携協定における投資仲裁と国内救済手続との関係」19-26 頁および
30-31 頁（ （独）経済産業研究所、RIETI Discussion Paper Series 07-J-040、2007） 
http://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/07j040.pdf、中村達也「並行的手続」23-25 頁（ （独）経済産業研究
所「対外投資の法的保護の在り方」研究会報告資料、2007 年11 月10 日） 。 
123  阿部前掲注(122)30 頁および 31-32 頁。 31 
しかしそれでもなお、 「措置」の同一性については、その範囲の明確性の問題が残る。例え
ば WTO でも、付託事項に記載されたある措置が事後的な微細な改変によって別の措置とな




された措置が元の措置に対して 「本質において」 同一であれば、 両者を同一措置と見ている124。  
また、2.3 で米加のサケ・ニシン紛争について見たように、原審に係争した措置と履行措置
は同一措置とすべきかどうかも明確でない。この点については、前述のように WTO は原審







第2 項および 20.6 条第 3 項のように規定されており、履行措置に言及していない126。 
 
「20.5 条第 2 項  パネルが最終報告書において、当事国が本協定上の義務に適合してい
ない、 または当事国の措置が 20.4 条第 1 項(c)の意味において無効化又は侵害を引き起こ
していると決定する場合、可能な場合は常に、解決は当該不整合又は無効化又は侵害の
除去とする。 （If, in its final report, the panel determines that a Party has not 
conformed with its obligations under this Agreement or that a Party's measure is 
causing nullification or impairment in the sense of Article 20.4.1(c), the resolution, 
whenever possible, shall be to eliminate the non-conformity or the nullification or 
impairment.）  
[…] 
20.6条第 3項  被申立国が…パネルが認定した協定不整合又は無効化又は侵害が除去さ
れたと思慮する場合、第 2 項に定める通知を申立国が行った後 30 日以内に当該案件を
審理するためにパネルを再招集するよう要請することができる。 （If the Party 
complained against considers that…it has eliminated the non-conformity or the 
nullification or impairment that the panel has found, it may, within 30 days after the 
                                            
124  Appellate Body Report, Chile—Price Band System and Safeguard Measures Relating to Certain 
Agricultural Products, ¶¶ 136-139, WT/DS207/AB/R (Sept. 23, 2002). 
125  Appellate Body Report, United States—Final Countervailing Duty Determination with Respect to 
Certain Softwood Lumber from Canada: Recourse by Canada to Article 21.5 of the DSU, ¶ 77, 
WT/DS257/AB/RW (Dec. 5, 2005). 
126  このほかにも米国ハブのいくつかの協定（米・バーレーン FTA、米・モロッコ FTA、米・オマーン FTA、
米・チリ FTA、米・豪 FTA） 、環太平洋戦略 EPA、および CAFTA-DR などが、同様ないしは類似の規定を有
する。 32 
complaining Party provides notice under paragraph 2, request that the panel be 













   




と WTO の下での紛争の同一性を前提としている以上、RTA 上の請求は WTO 協定上のそれ
とは異なり、前者に関する判断が後者の判断を拘束することは考えにくい。 
 
5.1.5  いわゆる WTO マイナス解釈の定着 
先行フォーラム優先条項では、 仮に WTO 協定と実質的に同一のある RTA の規範について、
当該 RTA 加盟国間で実質的に WTO 上の義務を減じるように解釈・適用される場合、WTO
紛争解決手続を通じてこれを是正できない。よって、当該 RTA 加盟国間では、ある特定の
WTO 協定上の義務について WTO マイナスの適用が定着するおそれがある。このため RTA
手続においてひとたび主張・請求が受け入れられなければ、申立国は WTO に同一案件を付
託できず、 WTO 上与えられた権利を十分に享受することができない。 更に、 地域内での WTO
協定不整合は、あくまで協定遵守が RTA の形成を妨げる範囲でのみ許されるとする上級委員
会による GATT 第24 条の義務の解釈128にも適合しないことは明らかであろう。 
 
5.2 無 調 整 型  
 
無調整型RTAの多くは交渉や仲介に属する法的判断に結びつかない紛争解決手続を具備し
                                            
127  Kwak and Marceau, supra note 70, at 481. 
128  前掲注(4)および本文対応部分参照。 33 
ているが、これらが ADR あるいは事前手続として WTO と併存することに問題は少ない。し
かしそれ以外の（準）司法的判断を伴う RTA の手続については、WTO の判断と乖離する実
質的に WTO 協定上の規範に関する解釈が別系統で蓄積されることになり、通商法の断片化
を招くことは既に述べた。 
例えば COMESA 等のアフリカ諸国の RTA は極めて司法化された紛争解決制度を具備し、
またその実体規定には明確に WTO 協定との重畳が認められる129。しかも本稿が検討の対象
としたこれらの RTA 加盟国はのべ 64 カ国に及び、 うち WTO 加盟申請を行っていない国は 4
カ国に過ぎず、オブザーバー資格国 6 カ国を含めて、残り 60 カ国はすべて WTO 加盟国ない
し加盟を前提としている国々である。これらの RTA において WTO 協定と実質的に重畳する
RTA の規定について、WTO 協定中の類似規定と異なる解釈が蓄積されるとき、アフリカの
相当部分で WTO 協定は実質的に実効性を失うおそれがある。 
加えて、RTA の紛争解決フォーラム自体に WTO 協定を適用することが認められている場
合には、更に懸念すべき事態が生じる。2.4 に述べた一部の RTA は紛争解決フォーラムの適
用法規として適用可能な国際法を挙げており、WTO 協定の解釈・適用を排除しない。また、
CIS 自由貿易協定第 19 条は CIS 経済裁判所が WTO 協定の解釈 ・ 適用に関する紛争を取り扱
えると解釈できること、更に EC・南ア TDCA 第 104 条第 10 項は当事国の合意により同協
定上の仲裁で WTO 法上の問題を審議できると規定していることは、先に述べたとおりであ
る。しかも CIS の場合、同第 20 条が CIS の義務に反しないかぎり他の国際協定を遵守でき
ると規定しており、CIS 経済裁判所の協定解釈もこれに拘束されることになる。従って、同
裁判所に CIS 自由貿易協定および WTO 協定の解釈が付託された場合、CIS 自由貿易協定を
文脈として、WTO による当該条文の解釈と矛盾した解釈が示されることも懸念される。 
 
6.  あるべき調整メカニズム 
 







に鑑み、ある紛争が WTO 協定の規律の範囲内にある問題であれば、やはり原則として WTO
を紛争解決フォーラムとして利用し、RTA はあくまで補完的手段として途を譲ることが望ま
                                            
129  例えば、COMESA 設立条約については、第 49 条（数量制限の禁止） 、第 50 条（一般的例外） 、第 51 条
（ダンピング防止税） 、第 52 条（相殺関税） 、第 56 条（最恵国待遇） 、および第 57 条（内国民待遇）等の規
定について、WTO 協定との実質的な重複が認められる。Oduor, supra note 95, at 189-96.  この他にも、例え
ばECOWAS では、第 40 条（内国民待遇） 、第 41 条（数量制限の禁止） 、第 42 条（ダンピング防止税）およ
び第 43 条（MFN） 、EAC 関税同盟設立議定書では第 13 条（非関税障壁の撤廃） 、第 15 条（内国民待遇） 、
第16 条～第 19 条（輸入救済法）などが、同様に実質的に WTO の規律と重複している。 34 
しい。その理由については、上記のふたつのフォーラム選択方式の問題点のほかにも以下の
ように考えられる。 
まず WTO 紛争解決フォーラムは RTA によって進行を妨げられることはない。 たとえ RTA
がフォーラム調整条項を規定しても、DSU 第3 条第 2 項によって適用法規が WTO 協定に限
定されるため、パネルはこれに拘束されない130。また、DSU 第 23 条は常に WTO 協定違反
については WTO での解決を義務づけていると解釈される131。更に、この他の規定を参照し
ても、現行 DSU の明文規定にはパネルの管轄権不行使を実質的に許す余地がない。メキシ
















                                            
130  平前掲注(3)8-頁-10 頁。 
131  Kwak and Marceau, supra note 70, at 466. Cf. Panel Report, United States—Sections 301-310 of the 
Trade Act of 1974, ¶ 7.43, WT/DS152/R (Dec. 22, 1999). 
132  Appellate Body Report, Mexico—Tax Measures on Soft Drinks and Other Beverages, ¶¶ 46-53, 
WT/DS308/AB/R (Mar. 6, 2006). 
133  Appellate Body Report, European Communities—Export Subsidies on Sugar, ¶ 312, WT/DS265/AB/R, 
WT/DS266/AB/R, WT/DS283/AB/R (Apr. 28, 2005).  他方で、 DSU 第3条第 10 項に規定される誠実な手続参
加の要請を媒介して、誠実則、ひいては禁反言の広汎な適用が許されると理解できることから、本件における
上級委員会の解釈は批判される。Andrew D. Mitchell, Good Faith in WTO Dispute Settlement, 7 MELB. J. 
INT’L L. 339, 361-62 (2006). 
134  この点については NAFTA が典型例であり、特に米国・トラック輸送サービス事件はパネル報告書の発出
まで 6年以上を要しており、 時間的枠組が厳密でないことによる審理の大幅な遅滞は NAFTA 紛争解決手続の
制度的欠陥の顕在化として批判される。 Carrie Anne Arnett, The Mexican Trucking Dispute: A Bottleneck to 
Free Trade. A Tough (Road) Test on the NAFTA Dispute Settlement Mechanism, 25 HOUS. J. INT’L L. 
561, 616-17 (2003).  このほか、米国・砂糖市場アクセス事件でも同様にパネル構成時の時間稼ぎが行われ、こ
のような遅滞は政治的に機微な案件に顕著な傾向であることが指摘される。GARY CLYDE HUFBAUER AND 
JEFFREY J. SCHOTT, NAFTA REVISITED: ACHIEVEMENTS AND CHALLENGES 219 (2005). 
135  ただし例外的に、COMESA のように救済措置の自由度が高く、少なくとも制度上は WTO 以上に紛争解
決フォーラムの判断の実効的な履行を確保できるメカニズムを具有する RTA もある。詳細は Oduor, supra 
note 95, at 209-13 を参照。また、ECJ をはじめ、RTA の紛争解決フォーラムの判断に法的拘束力あるいは国









くまで GATT 第 24 条により所与となる外延の中で無差別原則の例外として許されるという
RTA の位置づけに鑑み、WTO 紛争解決手続は非併合主義的な性格を維持しながらできる限
り自己完結性を保持し、 RTA はWTO の衛星的なレジームとして併合主義を採用することで、
両者の整合性を保つことが望ましい137。 
しかしこのことは、RTA の紛争解決手続の存在意義を否定するものではない。RTA の紛争
解決フォーラムは、例えば現在必ずしも WTO では十分でない ADR の機能を担うか138、ある





第6 条をはじめ WTO 協定不整合であるとして、 ブラジルが 2000 年2 月に本件に関するパネ
ル設置要請をWTOに行った140。 これに先立ち、 1999年2月にブラジルは本件をMERCOSUR
仲裁裁判にも付託しており、同仲裁裁判では、MERCOSUR アスンシオン条約附属書 I 第 1
条に基づき、そもそも域内でのセーフガードの発動自体が許容されるか否かが争われた。結
論として、仲裁廷は 2000 年3 月の判決において申立国ブラジルの主張を認め、アルゼンチン
の協定違反を認定した。この判決を受けて、アルゼンチンは問題の措置を廃止し、両当事国
                                            
136  SHANY, supra note 73, at 108-10. 
137  Cf. Id. at 110.  非併合主義の下では、結局のところ各法的レジームが独自に自己の管轄する法令を適用す
るので、複数紛争の可能性を妨げられず、現実的な当事者の便宜を無視しがちであることが指摘される。本稿
の文脈では仮に WTO・RTA 双方が非併合主義的な態度を取れば、本稿で検討する問題は全く解決しない。 
138  平前掲注(3)5頁はRTAの手続をDSU第25条に規定される仲裁手続として位置づける可能性を示唆する。
ただし、 RTA フォーラムが RTA および WTO 協定の実体規定を解釈・適用する以上、 かかる仲裁手続の WTO
上の位置付けいかんにかかわらず、本稿で論じた WTO・RTA 間の法的判断および解釈の「断片化」を防ぐこ
とはできない。従って、RTA はできるだけ非司法的な手続を具有することが望ましい。WTO 紛争解決手続が
司法化されたフォーラムであることに鑑みれば、WTO 手続が利用できるかぎり、加盟国は RTA の代替的フ
ォーラムにはより柔軟性を有する手続を求めることになろう。Busch, supra note 27, at 759. 
139  Aplicación de medidas de salvaguardia sobre productos textiles (Res. 861/99) del Ministerio de 
Economía y Obras y Servicios Públicos (Braz. v. Arg.) (Tribunal Arbitral Ad Hoc del MERCOSUR, 
2000.3.10).  本件の概要については、Emilio J. Cárdenas and Guillermo Tempesta, Arbitral Awards under 
Mercosur's Dispute Settlement Mechanism, 4 J. INT’L ECON. L. 337, 360-64 (2001)を参照。 
140  Request for the Establishment of a Panel by Brazil, Argentina—Transitional Safeguard Measures on 
Certain Imports of Woven Fabrics of Cotton and Cotton Mixtures Originating in Brazil, WT/DS190/1 (Feb. 
11, 2000). 36 
は相互に満足のゆく合意があった旨を WTO に通報した141。 
  このケースにおいて、MERCOSUR は、加盟国に明らかに WTO より重い自由化義務を課
している。すなわち、WTO 繊維協定第 6 条は繊維貿易の段階的自由化期間中の加盟国による
経過的セーフガード発動の権利を保障しているが、MERCOSUR 法は域内共同市場形成のた
めその利用を放棄することを定めており、この点は WTO プラスの規定となっている。ブラ




り、仮に WTO がアルゼンチンの措置を WTO 繊維協定に整合的であると判断しても、
MERCOSUR 仲裁廷は WTO に相当規定のない同協定独自の義務について判断するものであ
るので、両者に関係はない。後者が MERCOSUR 法違反を認定した場合、確かに同一の措置
の存否について WTO と見解を異にするが、 これは全く異なる請求原因に基づくものであり、
単にMERCOSUR加盟国はWTO上の権利をMERCOSUR加盟によって放棄するに過ぎず、
WTO 協定と MERCOSUR 法の間に抵触はない142。 
このような RTA 紛争解決フォーラムの役割は限定的と考えられるかも知れないが、 確かに




6.2  モデルとしての EC・チリ協定第 189 条  ―制度設計への示唆― 
 
6.2.1  応用の留意点 





                                            
141  Notification of Mutually Agreed Solution, Argentina—Transitional Safeguard Measures on Certain 
Imports of Woven Fabrics of Cotton and Cotton Mixtures Originating in Brazil, WT/DS190/2 (June 30, 
2000).  ただし直ちにパネルを廃止するのではなく、DSU 第12 条第 12 項による最長 12 ヶ月間の手続停止を
合意・通報した。 
142  上級委員会の解釈によれば、条文間の抵触は「一方の規定の遵守が他方の規定の違反となる場合（where 
adherence to the one provision will lead to a violation of the other provision） 」に認められるとされ、一方義
務の遵守が単なる他方権利の放棄にしか帰結しない場合、抵触とは認められない。Appellate Body Report, 
Guatemala— Anti-Dumping Investigation Regarding Portland Cement from Mexico, ¶ 65, 
WT/DS60/AB/R (Nov. 2, 1998).  ただし抵触概念の広狭については学説上論争があり、このように一方義務の
遵守が他方権利の制約となる場合も抵触と理解すべきであるとの見解も示されている。JOOST PAUWELYN, 
CONFLICT OF NORMS IN PUBLIC INTERNATIONAL LAW: HOW WTO RELATES TO OTHER RULES OF 
INTERNATIONAL LAW 187-88 (2003). 
143  須網前掲注(8)203-04 頁。 37 
まず、第一に、個別事案において問題となる FTA 上の義務と WTO 協定上の義務の実質的
な重複にともなうパネルの管轄権否認を誰が提起するかが、条文上明確ではない。この点、
EC・チリ協定第 189 条第 4 項(d)は、以下のように規定している。 
 
「本章のもとで設置される仲裁パネルの管轄権に関するいかなる問題も、パネル設置か
ら10 日以内に提起される（Any question on the jurisdiction of the arbitration panels 







職権で問題の FTA 上の権利義務と WTO 協定の実質的重複を判断できるとも理解できる。も
っとも、 第4項(c)は冒頭で 「当事国の別段の合意がないかぎり （Unless the Parties otherwise 








また、先行フォーラムを優先する第 4 項(c)は、5.1.2 および 5.1.3 で言及した他協定のフォ
ーラム調整条項と同様に、後発フォーラムへの係属を排除される紛争の範囲を明確にしてい
ない。請求原因については、少なくとも形式的に同一である必要がないこと（つまり実質的
な規範内容が同一であれば、RTA 上の請求を WTO 上の請求と同一と見なすこと）は同項(d)
から明白であるが、他方で少なくとも WTO・RTA 双方のフォーラムに係属する措置は同一
である。 措置の同一性の確定に関する問題点は既に本稿 5.1.3 において指摘したとおりである
ので、これらを解消する必要がある。 
                                            
144  他方、WTO 紛争解決手続の当事者主義的性質を勘案すれば、RTA 紛争解決フォーラムによる協定の解
釈・適用を通じた WTO 上の権利・義務のマイナス適用に当事国が特に異論がない場合、かかる紛争を敢えて
強制的、自動的に WTO に付託させる制度はこれと矛盾する。その意味において、本文中での問題提起にもか




の合意を拒否することで、問題となる FTA 上の実体規範が WTO 協定の権利・義務と重複するかぎりにおい
て、必ず WTO の判断を仰ぐことができる。他方、両当事国がこの点にこだわらず、たとえ WTO マイナスで
も当該 FTA 上の解決に満足する場合、当事国の意思が尊重され、WTO での解決は行われない。 38 
EC・チリ協定第 189 条によるフォーラム調整の核心的な基準は、WTO 協定と同 FTA 上
の義務の同等性である。この判断は事案毎にならざるを得ないものの、おおまかな基準を準
備しておく必要はあろう。出発点としては具体的な条文の要件構造の比較が必要だが、その
比較を通じて、規制の目的、対象、効果、水準（特に RTA の規律に WTO プラスが含まれて
いるか、含まれている場合は WTO 協定との重複部分と切り離して解釈適用が可能か）等に
鑑み、相応する WTO との実質的な重複の有無を検討し、WTO に当該案件を付託した場合に
も同様の権利救済が得られるか否かを判断することになろう。この場合、仲裁パネルはでき
るかぎり WTO 協定の関連規定の趣旨・目的を勘案し、詳細な要件や文言の異同にとらわれ
ることなく WTO 協定と RTA 規範の同一性を緩やかに認め、WTO の判断に委ねる姿勢が望
ましい。明らかに WTO にない規定、あるいは WTO においては裁量的に規定されている規










まず、RTA・WTO 協定間の規範内容の実質的同一性の判断は、結局のところ RTA 紛争解
決フォーラムによる WTO 協定の解釈を要する。この作業を経ずしては，WTO の判断に委ね
るべき問題と、RTA が独自に判断すべき問題の峻別は不可能である。例えば 2.2 において言
及した GATT 第1 条・第 3 条と RTA の最恵国待遇・内国民待遇条項の関係について言えば、
既に GATT のこれらの条項については WTO パネル・上級委員会の判断の蓄積があり、最大




第二に、 WTO プラスの規律に関する適合性の判断に際しても、 不可避的に WTO 協定と重
複する RTA 上の規範の解釈・適用を免れないことがある。最も簡単な例としては、関税分類
に関する意見の相違による関税譲許の拘束に対する違反に関する判断が挙げられる。RTA 上
の関税特恵譲許は GATT 第 24 条第 8 項に従い、ゼロ若しくは通常の WTO 譲許税率よりも
低税率であり、その意味においてはこの RTA 上の譲許拘束義務は WTO プラス規律である。  
例えば、ある輸入品について、輸入国はこれを HS8 桁関税分類項目の A に分類し、輸出入
国間の RTA に基づく特恵税率従価税 3％を課税したのに対し、 輸出国は当該産品が項目 B  に
属し特恵税率無税であると主張する。 本件における RTA の紛争解決フォーラムは、 RTA の一
体をなす輸入国の譲許表に照らして当該課税の是非を判断することになる。このとき、仮に39 
輸入国の RTA 譲許表の構成や商品の記述が WTO 譲許表と実質的に同一であるならば、前者
の解釈を行うことは実質的に後者の解釈に等しい。この点は 2.2 でも指摘したが、項目 B の
WTO 譲許税率が 3％だったとすれば、輸入国が項目 A に分類していても実際の課税率は 3％
であるので、分類の如何によって GATT 第 2 条違反を構成しない。よって本件を WTO に付
託することはできず、また WTO における関税譲許の客観的な範囲を予断するにもかかわら
ず、RTA は判断を回避できない。 












場合、敢えて WTO の関連条項とは異なる RTA 条項の解釈・適用が行われる得ることを承知
した上で（しかしあくまで域外第三国への障壁とならないことを条件として） 、特定領域にか
かる紛争については RTA への紛争付託に積極的な意味を与えることも一考に値する147。 ただ
し、 どのような分野がかかる RTA 優先の紛争解決手続に馴染むのかの選別については各 RTA
固有の事情に依存し、また WTO との規律の分業についてもより詳細な政策的議論が必要で
あろう。更にかかる判断は、とりもなおさず例えば環境であれば WTO における GATT 第20
条の一般的例外の範囲について RTA の相当規定の範囲との齟齬を容認することになり、特に




7.  結びに代えて  ―本稿の政策的含意― 
 
  本稿が論じた問題は、特に WTO との比較において RTA の紛争解決手続利用が限定的であ
る現状においては未だに机上の論争に過ぎないとの批判も傾聴に値しようが148、先に本稿 2．
                                            
145  Pauwelyn, supra note 70, at 249-50. 
146  NAFTA における環境問題の交渉経緯については、例えば JOHN J. AUDLEY, GREEN POLITICS AND GLOBAL 
TRADE: NAFTA AND THE FUTURE OF ENVIRONMENTAL POLITICS (1997)を参照。 
147  かかる意味においても、6.2.1 の議論にもかかわらず、管轄権否認は仲裁パネルの職権ではなく当事国の
申し立てに基づいて判断するほうが妥当であろう。 












途を歩んでいることが指摘されている。例えばカーラー（Miles Kahler） 、アン（Dukgeun 
Ahn）は、WTO 紛争解決手続利用の増加をもってアジア通商関係の法制度化を部分的ながら





メキシコとも既に EPA を締結しているが、同国には WTO はもとより RTA においても法制
度化された通商レジームの戦略的活用に一日の長がある。また、今後は既に交渉中のスイス
との FTA を端緒として、EC の汎欧州経済圏のネットワークとも連携することになる151。更
に、日本は韓国とも EPA 締結交渉中であるばかりか、先に韓国は米国との FTA を妥結して
おり152、我が国でもこれに触発されて日・米 FTA 締結を支持する声がある153。EC、チリと
いう WTO の主要プレーヤーどうしの FTA はWTO との管轄競合の蓋然性を強く意識し、上
記のような独自の調整メカニズムを導入している。日本、韓国、米国といった同じく WTO
の中心的プレーヤー間の RTA であれば、 WTO 法の空洞化と浸食を防止すべく、 同様に WTO
                                            
149  荒木一郎「東アジアの経済関係における法的制度化の現状−日中韓ノリ摩擦を題材に−」 『法律時報』第 77
巻第 6号60 頁以下所収（2005） 。 
150  Junji Nakagawa, No More Negotiated Deals?: Settlement of Trade and Investment Disputes in East 
Asia, 10 J. INT’L ECON. L. 869, 861-66 (2007). 
151  既に日・EU 経済統合協定（EIA）の交渉開始については、本年 6月の日・EU ビジネス・ダイアログ・
ラウンドテーブル （BDRT） の提言において、 両国産業会が提起している。 Joining Forces for Competitiveness 
and Sustainability: Recommendations (EU-Japan Business Dialogue Round Table Berlin Meeting, 3-4 
June 2007), at http://www.eujapan.com/roundtable/joint_recommendations_june07.pdf (last visited Dec. 1, 
2007).  これを受けて民間研究会の 「日本・EU  EIA 検討タスクフォース」 が発足した。 「日・EU､EPA 検討、
民が先陣」日本経済新聞 10 月11 日朝刊 3面、 「日・EU、共同研究開始－政府間交渉へ壁も」朝日新聞 10 月
11 日朝刊 12 面。 
152  Free Trade Agreement, U.S.-S. Korea, June 30, 2007, available at 
http://www.ustr.gov/Trade_Agreements/Bilateral/Republic_of_Korea_FTA/Final_Text/Section_Index.html. 
なお、WTO と同 FTA の関係を規定する 22.6 条は、典型的な先行フォーラム優先型フォーラム選択条項であ
る。 
153  学界、官界、法曹など幅広い日米有識者による「日米 FTA 研究会」がその実現に向けた提言を刊行して
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